
木 更 津 市 

財 政 事 情 

令和５年９月３０日現在 

人口    １３６，４１９人 

世帯数    ６５，７４７世帯 

面積    １３８．９０㎢ 



皆さんに納めていただいた市民税・固定資産税をはじめ、国や県からの支出金、市債などがどのよ

うに使われたかをお知らせするため、市では条例に基づき年２回、５月と１１月に財政事情の公表を

行っています。 

今回は、令和４年度の決算の概要と令和５年度上半期（４月１日から９月３０日まで）の予算の執

行状況についてお知らせします。 

（令和５年９月３０日現在） 
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歳 入
56,291,592

(単位:千円)

令和５年度一般会計予算の状況

<市 税>
21,800,780(38.7%)
市民税･固定資産税･
都市計画税･市たば
こ税など

<地方交付税>
3,615,175 (6.5%)
地方自治体の財源
確保や地域間格差
をなくすために財
政力に応じて国か
ら交付されるお金

<国庫支出金>
10,613,998(18.9%)
特定の事業に対して
国から交付されるお金

<地方消費税交付金>
3,511,000 (6.2％)   

地方消費税の一部が
県から交付されるもの

<県支出金>
4,266,797 (7.6％)
特定の事業に対して

県から交付されるお金

<繰越金>
967,207 (1.7%)

昨年度内に完了できな
かったために繰り越さ
れた事業費など

<その他>
3,457,880(6.0％)

使用料及び手数料・分
担金及び負担金など

<教育費>

4,771,708(8.5％)

教育・文化の振興

などに必要なお金

<民生費>
21,690,253(38.5％)

主に福祉関係に
必要なお金

<公債費>
3,505,556 (6.2％)
市債の返済に必要
なお金

<衛生費>
6,694,699(11.9％)
ごみ対策や保健

衛生などに
必要なお金

<総務費>

8,350,897(14.8％)

市役所の管理事務や

企画調整などに

必要なお金

<土木費>

7,164,268 (12.7％)

道路・橋・公園の
整備などに必

要なお金

<農林水産業費>
873,232(1.6％)

農林水産業の振興
に必要なお金

<消防費>
1,869,078(3.3％)

消防行政に必要なお金

<商工費>
953,383 (1.7％)

商工業の振興や観光事
業などに必要なお金

<その他>
418,518 (0.8％)

議会費･予備費・災害
復旧費・労働費

令和５年度の当初予算額は、５３２億９，７００万円でしたが、補正と事業繰越により、２９億９，４５９万円を加えた
９月補正予算成立後の予算現額は、５６２億９，１５９万円になりました。

<市 債>
2,251,900 (4.0%)

市が国や銀行から長
期に借りるお金

<諸収入>
1,294,163 (2.4%)

貸付金元利収入、給食費、
その他雑多なお金

歳 出
56,291,592
(単位:千円)

<繰入金>
4,512,692 (8.0%)

特別会計や基金など
一般会計以外の会計
から繰り入れるお金

１
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その他

繰越金

諸収入

市債

地方消費税交付金

地方交付税

県支出金

繰入金

国庫支出金

市税

予算現額 56,291,592千円

収入済額 26,745,677千円

収入割合 47.5％

(単位:億円）
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その他

農林水産業費

商工費

消防費

公債費

教育費

衛生費

土木費

総務費

民生費

(単位:億円)

予算現額 56,291,592千円

支出済額 23,722,373千円

支出割合 42.1％

令和５年度一般会計予算の執行状況

２



会 計 名 区  分 予算現額 収支済額 収支割合(％)

歳  入 5,116,199 40.7

歳  出 4,665,587 37.2

歳  入 735,107 39.2

歳  出 423,506 22.6

歳  入 4,484,427 39.4

歳  出 4,335,559 38.1

歳  入 27,891 23.4

歳  出 39,369 33.0

※

会 計 名 区  分 予算現額 収支済額 収支割合(％)

収益的収入 4,734,203 379,614 8.0

収益的支出 3,990,071 371,338 9.3

資本的収入 977,570 364,626 37.3

資本的支出 3,174,057 1,313,236 41.4

※

令和５年度特別会計予算の執行状況

　特別会計は、特定の事業を行う場合や特定の歳入を特定の歳出に充てる場合に、
一般会計とは別に経理する必要がある会計です。

(単位:千円)

119,306

12,558,450国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 1,877,000

介 護 保 険

公 設 地 方 卸 売 市 場

収入額が支出額に対し不足する額は、内部留保資金で補てんします。

(単位:千円)

下 水 道 事 業 会 計

一般会計の歳計現金から公設地方卸売市場特別会計に11,478千円の一時資金を充て、
収支の不足額を補っています。

11,393,267

令和５年度公営企業会計予算の執行状況

３



 

●一時借入金の状況

一般会計及び各特別会計の一時借入金はありません｡

●市有財産の状況

積 立 金 千円 土 地 ㎡

建 物 ㎡ 車 両 台

11,531,350

303,836

2,930,944

203

４



臨時財政対策債

18,206,220 

61.4%

教育債

4,993,201 

16.9%

土木債

2,494,303 

8.4%

衛生債

1,493,190 

5.0%

総務債

796,275 

2.7%

民生費

544,579 

1.8%

消防費

535,621 

1.8%

災害復旧債

220,981 

0.8%

その他

348,186 

1.2％

借入現在高
29,632,556
(単位:千円)

市 債 の 状 況
（令和5年9月30日現在）

一 般 会 計

市で行う各種事業は､納めていただいた税金や、国や県からの補助金など、その年度の収入で賄われています。しかし､事業の効果が

後年度に及ぶものについては、後年度に利用していただく市民のみなさんにもその負担をしていただくことが､税負担の公平につながる

ことから､将来の財政負担を十分考慮しつつ国や銀行などから長期で返済する資金(市債)を借りて、経費の一部に充てています。

下水道事業債

19,407,081 

100.0%

借入現在高
19,407,081
(単位:千円)

公 営 企 業 会 計

５



※基礎となる人口･世帯数（住民基本台帳に基づく人口及び世帯数）

136,419 人

65,747 世帯数

市民１人当たりの負担額（円） １世帯当たりの負担額（円）

〇 市民税 73,978 〇 市民税 153,499

〇 固定資産税 63,208 〇 固定資産税 131,150

〇 都市計画税 10,810 〇 都市計画税 22,429

〇 市たばこ税 8,456 〇 市たばこ税 17,545

〇 軽自動車税 3,103 〇 軽自動車税 6,438

〇 入湯税 253 〇 入湯税 525

計 159,808 計 331,586

市民１人に使われる予算額（円） １世帯に使われる予算額（円）

〇 民生費 158,997 〇 民生費 329,905

〇 総務費 61,215 〇 総務費 127,016

〇 土木費 52,517 〇 土木費 108,967

〇 衛生費 49,075 〇 衛生費 101,825

〇 教育費 34,977 〇 教育費 72,577

〇 公債費 25,697 〇 公債費 53,319

〇 消防費 13,701 〇 消防費 28,428

〇 商工費 6,989 〇 商工費 14,501

〇 農林水産業費 6,401 〇 農林水産業費 13,282

〇 その他 3,068 〇 その他 6,365

計 412,637 計 856,185

【市税の負担状況と使われる予算額】

６



７ 

令和４年度一般会計決算の概要 

 

● 歳入 

歳入については、市税収入のうち、新型コロナウイルス感染症による特例措置の終了

に伴い、固定資産税が４億１，１６５万円増収となったことなどにより、市税全体では

９億２，０３０万円の増収となりました。 

また、新型コロナウイルス感染症に伴う子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費補

助金が２０億１，３９８万円減となったことなどにより、国庫支出金が１１億１，８８

９万円の減収となる一方、新火葬場整備運営事業に係る構成市負担金の増などにより、

分担金及び負担金が１９億２，９０３万円の増収となりました。 

この結果、歳入の決算額は、前年度比２７億１，３７５万円、５．１％増の５５５億

９，８７６万円となりました。 

● 歳出 

歳出については、令和元年度から４か年の市政運営の道標としてスタートした第２次

基本計画に則り、オーガニックなまちづくりのステップアップを図り、持続可能なまち

づくりを推進するための施策に取り組みました。 

主な内容としては、新型コロナワクチンの個別接種と集団接種の体制を維持し、安定

した接種継続に努めることにより、保険医療の充実に取り組んだほか、高規格救急自動

車、及び救助工作車の更新整備による消防・救急救助体制の充実、低所得の世帯や物価

高騰の影響を受けている子育て世帯に対し、子育て世帯生活支援特別給付金、及び子育

て応援臨時特別給付金を支給することによる、子育て支援の充実など基本構想に定める

まちづくりの基本方向に従い各種事業に取り組みました。 

この結果、歳出の決算額は、前年度比２９億４，５２８万円、５．８％増の５３３億

３，９３５万円となりました｡ 

● 収支の差し引き額 

令和５年度に繰り越した事業を除く実質収支額は、１５億９，２２０万円の黒字とな

りました（実質収支額のうち、１２億９，２２０万円は財政調整基金へ積み立てました｡）。 



(単位：千円)

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額

55,598,755 53,339,346 2,259,409

国民健康保険 12,433,777 12,176,175 257,602

後期高齢者医療 1,811,120 1,807,826 3,294

介護保険 10,564,163 10,347,589 216,574

公設地方卸売市場 95,417 92,876 2,541

(単位：千円)

区分 決算額 差引額

収益的収入 4,456,560

収益的支出 3,909,865

資本的収入 1,131,932

資本的支出 2,468,013

令和4年度会計別決算の状況

546,695

特
別
会
計

※収入額が支出額に対し不足する額は内部留保資金で補てんしました。

会計名

会計名

一般会計

下水道事業会計

公
営
企
業
会
計

△ 1,336,081
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決算額 構成比 決算額 構成比

1 市税 21,395,184 38.5 1 議会費 301,058 0.6

2 地方譲与税 498,980 0.9 2 総務費 6,745,711 12.7

3 利子割交付金 12,513 0.0 3 民生費 21,727,013 40.7

4 配当割交付金 126,571 0.2 4 衛生費 8,783,822 16.5

5
株式等譲渡所得割交付
金

101,313 0.2 5 労働費 2,280 0.0

6 法人事業税交付金 272,006 0.5 6 農林水産業費 720,293 1.4

7 地方消費税交付金 3,353,405 6.0 7 商工費 815,913 1.5

8 ゴルフ場利用税交付金 61,650 0.1 8 土木費 4,450,617 8.3

9 自動車取得税交付金 1,427 0.0 9 消防費 1,944,344 3.6

10 環境性能割交付金 64,438 0.1 10 教育費 4,403,277 8.3

11
国有提供施設等所在市
町村助成交付金

170,310 0.3 11 災害復旧費 21,622 0.0

12 地方特例交付金 186,404 0.3 12 公債費 3,423,396 6.4

13 地方交付税 3,852,512 6.9

14
交通安全対策特別交付
金

18,806 0.0

15 分担金及び負担金 2,145,503 3.9

16 使用料及び手数料 984,722 1.8

17 国庫支出金 12,407,414 22.3

18 県支出金 3,688,647 6.6

19 財産収入 198,758 0.4

20 寄附金 424,685 0.8

21 繰入金 530,442 1.0

22 繰越金 1,155,603 2.1

23 諸収入 1,631,962 2.9

24 市債 2,315,500 4.2

55,598,755 100.0 53,339,346 100.0合          計 合          計

令和４年度一般会計科目別決算の状況

(単位：千円)

科          目科          目

歳                 入 歳                 出
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21,727,013 

8,783,822 

6,745,711 

4,450,617 

4,403,277 

3,423,396 

1,944,344 

815,913 

720,293 

324,960 

22,860,996 

5,925,629 

5,645,258 

4,799,542 

4,092,522 

3,458,766 

1,599,137 

785,926 

737,325 

488,967 

0 5,000,000 10,000,000 15,000,000 20,000,000 25,000,000

民生費

衛生費
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土木費

教育費

公債費

消防費
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農林水産業費

その他

一般会計歳出科目別決算の前年度比較

令和３年度

令和４年度

単位：千円
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木更津市の令和４年度決算を家計簿に例えると････ 

 市の一般会計決算を、家計簿のイメージに置き換えてみました｡ 

 市の財政と一般家庭の家計では内容が違うので単純に比較はできませんが、市の決算をより身近

に感じていただけるように作成しましたのでご覧ください｡ 

サラリーマンＡさん一家の 1ヶ月の家計簿 (金額は、決算額を１０万分の１にしたものです｡)｡ 

 家計簿から市の財政状況を見ると、給料（市税）とパート収入（使用料･手数料など）だけで、

食費（人件費）、医療費（扶助費）、ローンの返済（公債費）など、いわゆる義務的な経費を賄うこ

とができず、親からの援助金（地方交付税など）に頼り、家具・日用品の購入や光熱水費（経常的

な経費）を支払っている状況です｡ 

このような状況のなか、家の増改築（学校の改修など）には、貯金の取崩し（基金繰入れ）、借入

れ（市債）をして家計を維持しました｡ 

市では、経営的視点で、限られた財源の重点的・効率的配分を行い、各種事業を実施しています｡ 

１．Ａさんの給料（市税） 213,950円 

 

２．奥さんのパート収入（使用料、手数料など） 

                33,290 円   

６．前月からの繰越金（繰越金） 11,560 円 

        

５．金融機関からの借り入れ（市債） 23,160円 

                

７．雑収入（寄附金･諸収入） 20,570円 

４．預金の引き出し（繰入金） 5,300 円  

３．親からの援助（地方交付税、国県支出金など） 

               248,160円 

１．食費（人件費） 83,770 円 

３．ローンの返済（公債費） 34,230円 

２．医療費（扶助費） 148,970 円 

５．家の修理・庭の手入れ（維持補修費） 

                  5,520 円    

４．家具・日用品の購入や光熱水費 91,080円 

６．自治会やサークルの会費（補助費等） 

49,190円 

１０．家の増改築（普通建設事業費・災害復旧事業費） 

                  74,960円 

７．預金（積立金） 2,190 円   

８．親戚・知人への貸け（投資及び出資金・貸付金） 

                2,620円 

９．子どもへの仕送り（繰出金） 40,860 円 

合計 555,990円 合計 533,390円 

収入（歳入） 

Zennnenndo  

 

支出（歳出） 

※支出のうち、１～３は義務的支出

であり、１～６は経常的な支出にな

ります。 
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令和４年度と平成２５年度の家計簿を比較してみると････ 

 

市の一般会計決算の家計簿について、現在と１０年前を比較してみましょう。 

家計簿の比較にあたって、まずは人口の変化を確認しておく必要があります。 

平成２５年度から令和４年度までの１０年間の変化が下図のようになっています。 

 

 

【人口の変化】  

（住民基本台帳による人口となりますが、平成２５年以降は、住民基本台帳法の改正を受け、外

国人住民が含まれています。）  

 
毎年増加傾向が続いていて、平成２５年度の約１３万２千人から令和４年度は約１３万６千人と

およそ４千人増加しているのがわかります。 

 

 

【年齢構成比率の変化】 

  

平成２５年度と令和４年度の年齢構成を比較すると、０歳から１４歳の比率はほとんど変わらな

いものの、１５歳から６４歳の比率が減少し、６５歳以上の比率が増加していることがわかります。

木更津市の人口は増加を続けていますが、年齢構成においては、高齢者人口の割合が増えているの

です。 
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【収入】 

 
 収入の状況を見てみると、給料や援助金が大幅に増えていることがわかります。これは、人口増

加等による市税収入の増収や国の補助金による増収が反映されているものです。令和４年度は、新

型コロナウイルス感染症対策費及びコロナ禍における原油価格・物価高騰対策費の関係で、国から

の補助金が平成２５年度と比較し、大幅に増加しました。 

 

【支出】 

 

 支出の状況を見てみると、医療費が大幅な増加となっており、自治会費と日用品・光熱水費も増

加しています。これは、人件費や公債費は抑えている一方で、生活保護や介護給付、子ども医療費

など少子高齢化に対応した扶助費が大幅に増加となったものです。そして、新型コロナウイルス感

染症対策費及びコロナ禍における原油価格・物価高騰対策費の関係で、補助費等が増加しており、

さらに業務効率化のための委託事業や施設の維持経費である物件費が増加しているものと見てと

れます。人口増加の影響等により、多岐にわたる費用が増加傾向であるため、事業の必要性を見直

し、歳入に見合う支出となるよう、事業実施に創意工夫を凝らしていく必要があります。 
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令和４年度決算に基づく財政健全化法に係る財政健全化判断比率及び公

営企業の資金不足比率 

 

○ 財政健全化判断比率（４つの財政指標）について 

⑴ 実質赤字比率 

一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すものです。 

⑵ 連結実質赤字比率 

一般会計のほか公営企業会計を含むすべての会計の赤字や黒字を合算し、地方

公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の

深刻度を示すものです。 

⑶ 実質公債費比率 

借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を

示すものです。 

⑷ 将来負担比率 

地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来払っていく可能性のある負

担等について、現時点での程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いか

どうかを示すものです。 

 

【財政健全化判断比率（４つの財政指標）の算定結果】 （単位：％） 

 国の定めた基準 

（２段階で危険度を定める） 本市の算定結果 

早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 11.91 20.00 －（赤字はない） 

連結実質赤字比率 16.91 30.00 －（赤字はない） 

実質公債費比率 25.0 35.0 4.3  

将来負担比率 350.0    －   －  

 

算定された指標が国で定めた基準を上回ると、財政運営状況が危険な状態と判断さ

れますが、本市ではどの指標についても基準値以内となっています。 

しかし、指標が基準値を下回っているといっても、指標の算定にあたっては、少子

高齢化社会の中で益々増大する社会保障費や今後本市の財政負担を大きく伴い、かつ

必ず行わなければならない公共性の高い事業、例えば廃棄物処理施設などの整備費用

が含まれていないことを考慮すると、財政的に決してゆとりがあるわけではありませ

ん。 
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○ 公営企業の資金不足比率について 

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指

標化し、経営状況の深刻度を示すものです。 

【公営企業の資金不足比率の算定結果】 （単位：％） 

公営企業会計の名称 
経営健全化基準 

（国の定めた基準） 
本市の算定結果 

下水道事業会計 20.0 －（資金不足額はない） 

公設地方卸売市場特別会計 20.0 －（資金不足額はない） 

※資金不足比率がないのは、一般会計からの繰入れで対応しているためです。 




